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（例）
① 臓器移植等の先進的技術を必要とする医療
② 高圧酸素療法等特殊な医療機器の使用を必要とする医療
③ 先天性胆道閉鎖症等発生頻度が低い疾病に関する医療
④ 広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特に専門性の高い救急医療 等

○都道府県は、医療計画の中で、病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき
地域的単位として区分する医療圏を定めることとされている。

二次医療圏三次医療圏

概 要

３４４医療圏（平成２５年４月現在）５２医療圏（平成２５年４月現在）
※都道府県ごとに１つ
北海道のみ６医療圏

【医療圏設定の考え方】
都道府県の区域を単位として設定
ただし、都道府県の区域が著しく広いことその他特別な事
情があるときは、複数の区域又は都道府県をまたがる区

域を設定することができる。

【医療圏設定の考え方】
一体の区域として病院等における入院に係る医療
を提供することが相当である単位として設定。その
際、以下の社会的条件を考慮する。

・地理的条件等の自然的条件
・日常生活の需要の充足状況
・交通事情 等

特殊な医療とは･･･

特殊な医療を提供 一般の入院に係る医療を提供

医療圏について
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医療計画の見直しについて
（医療計画の見直し等に関する検討会取りまとめ意見（平成23年12月16日））

１．二次医療圏の設定について

二次医療圏の人口規模が医療圏全体の患者の受療動向に大きな影響を与えており、二次医療圏によっては

当該圏域で医療提供体制を構築することが困難なケースもある。

「医療計画作成指針」において、一定の人口規模及び一定の患者流入・流出割合に基づく、二次医療圏の設

定の考え方を明示し、都道府県に対して、入院に係る医療を提供する一体の区域として成り立っていないと考え

られる場合は、見直しを行うよう促すことが必要である。

２．疾病・事業ごとのPDCAサイクルの推進について

疾病・事業ごとに効率的・効果的な医療体制を構築するためには、医療計画の実効性を高める必要があり、そ

のため、

・まず、全都道府県で入手可能な指標等を指針に位置づけ、都道府県がその指標を用いて現状を把握すること

・さらに、把握した現状を基に課題を抽出し、課題を解決するに当たっての数値目標を設定し、その目標を達成

するための施策等を策定すること

・また、定期的な評価を行う組織（医療審議会等）や時期（１年毎等）を明記し、施策等の進捗状況等の評価を行

うとともに、必要に応じて施策等を見直すこと

・最後に、これらの情報を住民等に公開すること

といったプロセスを「医療計画作成指針」に明示することが必要である。
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二次医療圏の見直しについて

○ 医療計画の見直しに際しては、医療圏の現状について検証を行い、現在の医療圏の
設定が適切かどうか検討を行う必要があるが、今回の医療計画においては、特に、以
下の要件を全て満たす医療圏について、検証を行うことを求めた。
・人口20万人未満
・流入率が20%未満
・流出率が20％以上

○ 該当する医療圏を有する都道府県は３２都道府県、８７医療圏であった（平成20年患
者調査）。

○ 医療圏の見直しの判断は、二次医療圏の面積や基幹となる病院までのアクセスの時
間等も考慮することが必要である。

○ 検証の結果、第6次医療計画において医療圏を見直した都道府県は、宮城県、栃木
県、徳島県であった。

×100推計流入患者割合
（流入率）

推計流入患者割合 （当該地域内の医療施設で受療した推計患者数のうち、当該地域外に居住する患者の割合）

当該地域内の医療施設で受療した当該地域外に居住する推定患者数
当該地域内の医療施設で受療した推計患者数（住所不詳を除く）

推計流出患者割合 （当該地域内に居住する推計患者数のうち、当該地域外の医療施設で受療した患者の割合）

当該地域外の医療施設で受療した当該地域内に居住する推定患者数
当該地域内の居住する推計患者数

×100推計流出患者割合
（流出率）

＝

＝
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二次医療圏の見直しについて（見直しを行った県）

宮城県
・宮城県独自の「患者調査」を県内医療機関に対して実施。

・旧二次医療圏ごとの人口面積等の特徴、医療提供体制の状況等について、分析。特に、救急
医療提供体制、小児科・産科医療などについて、中核となる医療機関別の名称をあげながら丁
寧に分析している。

・第6次医療計画における今後の医療提供体制やインフラ整備の見通しについても考慮に入れて
いる。

・結果を踏まえ、有識者の会議（宮城県地域医療計画策定懇話会）において検討を行った。また、
地元自治体首長、各県域の中核病院長、群市医師会長等から意見を聴取。

・最終的には、「向こう5年のみならず、10年先も見据えた上で、将来にわたる震災復興や連携も

踏まえ、より広域的な視点で医療提供体制を構築していくことが必要である」として、医療圏を
再編。
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6

医療計画の内容
医療計画作成指針（医療計画について（医政発0330第28号平成24年3月30日）
別紙）

１ 医療計画の基本的な考え方

医療計画作成の趣旨、基本理念、医療計画の位置づけ、期間等、医療計画を作成するに当たって、都道府県に
おける基本的な考え方を記載する。

医療計画の前提条件となる地域の現状について記載する。
（指標の例）

地勢と交通、人口構造（その推移、将来推計を含む。）、人口動態（その推移、将来推計を含む。）、住民の健
康状況、住民の受療状況、医療提供施設の状況

２ 地域の現状

５疾病・５事業及び在宅医療のそれぞれについて、以下の内容を患者や住民にわかりやすいように記載する。
(1) 患者動向や、医療資源・連携等の医療提供体制について把握した現状
(2) 必要となる医療機能
(3) 課題、数値目標、数値目標を達成するために必要な施策
(4) 原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称
(5) 評価・公表方法等

なお、記載に当たっては、公的医療機関及び社会医療法人の役割、歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の
役割、薬局の役割にも留意する。

３ ５疾病・５事業及び在宅医療のそれぞれにかかる医療連携体制

４ 疾病の発生状況等に照らして都道府県知事が特に必要と認める医
療



○ 地域医療対策協議会の議論の経過等及びその結果定められた施策

○ 地域医療対策協議会の定めた施策に沿って臨床研修医を含む医師の地域への定着が図られるよう、例
えば、地域医療支援センター事業等の具体的な事業について記載する。

○ 医療従事者の確保の現状及び目標について、可能な限り具体的に記載する。

５ 医療従事者の確保

６ 医療の安全の確保

７ 基準病床数

○ 地域医療支援病院の整備の目標
○ その他医療機能を考慮した医療提供施設の整備の目標

５疾病・５事業及び在宅医療のそれぞれについて、それぞれの医療圏ごとに、都道府県が必要とする医
療機能を有する医療提供施設の施設、設備、症例数、平均在院日数等の実態調査を行い、その結果を踏
まえ、不足している医療機能についての整備の方法及び目標等について記載する。

８ 医療提供施設の整備の目標

障害保健対策、結核・感染症対策、臓器移植対策、難病等対策、歯科保健医療対策、血液の確保・適正使用
対策、医薬品の適正使用対策、医療に関する情報化、保健・医療・介護（福祉）の総合的な取組などに考慮して、
都道府県における疾病等の状況に照らして特に必要と認める医療等について、記載する。

９ その他医療を提供する体制の確保に関し必要な事項

設定した数値目標等を基に、施策の達成状況を検証し、次の医療計画の見直しに反映させることが求められる
ことから、施策の目標等、推進体制と役割、目標の達成に要する期間、目標を達成するための方策、評価及
び見直し、進捗状況及び評価結果の広報・周知方法をあらかじめ医療計画に記載する。

１０ 施策の評価及び見直し
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地域の現状の把握

１ 医療計画策定の前提条件となる地域の現状

(1) 地勢と交通
地域の特殊性、交通機関の状況、地理的状況、生活圏等

(2) 人口構造（その推移、将来推計を含む。）
人口、年齢三区分人口、高齢化率、世帯数等

(3) 人口動態（その推移、将来推計を含む。）
出生数、死亡数、平均寿命等

(4) 住民の健康状況
生活習慣の状況、生活習慣病の有病者・予備群の数等

(5) 住民の受療状況

入院・外来患者数、二次医療圏又は都道府県内における患者の受療状況（流入患者割合及び流出患者割合
を含む。）、病床利用率、平均在院日数等

(6) 医療提供施設の状況
①病院（施設数、病床種別ごとの病床数）
②診療所（有床及び無床診療所、歯科診療所の施設数、有床診療所の病床数）
③調剤を実施する薬局
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【住民等】

○ 救急搬送要請
及び救急蘇生
法

【救急救命士等】

○ 救急救命士の
適切な活動

○ 適切な救急医
療機関への直
接搬送

救 護

発
症

時間の流れ

重

症

度

搬
送
時
連
携

○ 在宅等での療
養を望む患者に
対する退院支援

○ 合併症、後遺症
のある患者に対
する慢性期の医
療

救命期後医療

◆◆病院

救急医療の体制

在宅等での生活

救命救急医療

○○病院（救命セン
ター）

○ 傷病者の状態に
応じた適切な救急
医療

○ 24時間365日の救急
搬送受入（複数診療
科にわたる重篤な救
急患者）

入院救急医療

□□病院

○ 24時間365日の救急
搬送受入

○ 傷病者の状態に
応じた適切な救急
医療

○ 傷病者の状態に応じた適切な救急医療

初期救急医療

◇◇休日・夜間急患セン
ター

転
院
時
連
携

実
施
基
準
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在宅医療の体制

○入院医療機関と在宅医療
に係る機関との協働によ
る退院支援の実施

退院支援

・病院・診療所

・訪問看護事業所

・薬局

・居宅介護支援事業所

・地域包括支援センター

・在宅医療において積極

的役割を担う医療機関

・在宅医療に必要な連携

を担う拠点

等
○ 在宅療養者の病状の急変時における緊急往診体制

及び入院病床の確保

急変時の対応

・病院・診療所

・訪問看護事業所

・薬局

・在宅医療において積極的役割を担う医療機関

・在宅医療に必要な連携を担う拠点 等

日常の療養支援

病院・診療所、訪問看護事業所、薬局、居宅介護支援事業所、

地域包括支援センター、介護老人保健施設

短期入所サービス提供施設

在宅医療において積極的役割を担う医療機関

在宅医療に必要な連携を担う拠点 等

○ 多職種協働による患者や家族の生活を支える観点からの医
療の提供

○ 緩和ケアの提供

○ 家族への支援
○住み慣れた自宅や介護

施設等、患者が望む場
所での看取りの実施

看取り

・病院・診療所

・訪問看護事業所

・薬局

・居宅介護支援事業所

・地域包括支援センター

・在宅医療において積極

的役割を担う医療機関

・在宅医療に必要な連携

を担う拠点 等

急
変
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目標の設定

○ 現状を踏まえた具体的な目標の設定
岩手県保健医療計画

地域の実情を踏まえた医療圏単位等での具体的
な目標を設定し、それを達成するための具体的な施
策を記載する。

＜主な取組＞
（病院前救護活動の充実）

○ 県民による病院前救護技能の向上を図り、傷病者がよ
りよい状態で医師の治療を受けることができるよう、保健
所や消防等の関係機関が連携して書く医療圏で講習会
を開催するなど、AEDの機能や利用方法、家庭における

対応等を含めた心肺蘇生法の普及・啓発を推進します。
なお、住民の講習受講率が低い地域については、特に
重点的に普及・啓発活動に取り組みます。
等

高知県保健医療計画

医療機関が取り組むべき具体的な目標を設定し、
それを達成するための具体的な施策を記載する。

＜主な取組＞
（急性期の医療提供体制）

急性心筋梗塞治療センターは、急性心筋梗塞の治療成
績の向上につなげるため、来院から治療までの時間の短縮
に取り組むとともに、急性心筋梗塞センターの標準的な治療
成績の公表を行います。

県は、安芸保健医療圏で心臓カテーテル検査などが実
施できるよう、あき総合病院に心臓カテーテル治療室の整備
など、治療体制の強化を図ります。
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人口 面積

二次医療圏名（都道府県名） 人口数（千人） 二次医療圏名（都道府県名） 面積（㎢）

1 大阪市（大阪府） 2,665 1 十勝（北海道） 10,828

2 札幌（北海道） 2,342 2 釧路（北海道） 5,997

3 名古屋（愛知県） 2,269 3 北網（北海道） 5,542

4 区西北部（東京都） 1,872 4 遠紋（北海道） 5,148

5 東葛南部（千葉県） 1,715 5 日高（北海道） 4,812

… … … … … …

340 壱岐（長崎県） 28 340 北多摩北部（東京都） 77

341 島しょ（東京都） 28 341 区西部（東京都） 68

342 南檜山（北海道） 26 342 川崎南部（神奈川県） 64

343 上五島（長崎県） 24 343 区中央部（東京都） 64

344 隠岐（島根県） 22 344 尾張中部（愛知県） 42

全国平均 372 全国平均 1,112
※ 北海道を除く二次医療圏で最大 飛騨(岐阜県)１０位(4,178㎢)

※厚生労働省調べ

二次医療圏間の人口・面積について

（参考）





・面積最小
・清須市、北名古屋市、豊
山町で構成

・患者の流入率５７．１％
・患者の流出率６９．５％

愛知県における二次医療圏（名古屋圏域周辺）

（名古屋市）



東京都の二次医療圏と老人保健福祉圏域の現状

○ 東京都の二次医療圏は制定時から現在まで変更がなく、現在は老人保健福祉圏域と一致している。

○ 以前の第 1 期東京都高齢者保健福祉計画（平成 12 年 3 月策定）においては、老人保健福祉圏域は 3 つとな

っており、二次医療圏と一致していなかった。

【現在の二次医療圏及び東京都老人保健福祉圏域】

【以前の東京都老人保健福祉圏域（ 第１期東京都高齢者保健福祉計画）】

※第 2 期東京都高齢者保健福祉計画（平成 15 年 3 月策定）

より老人保健福祉圏域が見直され二次医療圏と一致。



＜医療計画作成指針（平成 24 年 3 月 30 日 医政発 0330 第 28 号）＞抜粋

２ 医療圏の設定方法

（１） 二次医療圏の設定に当たっては、地理的条件等の自然的条件及び日常生活の需要の充足状

態、交通事情等の社会的条件を考慮して一体の区域として病院における入院に係る医療 （三

次医療圏で提供することが適当と考えられるものを除く。） を提供する体制の確保を図るこ

とが相当であると認められる区域を単位として認定することとなるが、その際に参考となる

事項を次に示す。

① 人口構造、 患者の受療の状況 （流入患者割合及び流出患者割合を含む。）、医療提供施

設の分布など、健康に関する需要と保健医療の供給に関する基礎的事項については、 二次

医療圏単位又は市町村単位で地図上に表示することなどを検討する。 なお、患者の受療状

況の把握については、 患者調査の利用の他、統計学的に有意な方法による諸調査を実施す

ることが望ましい。

人口規模が 20 万人未満の二次医療圏については、入院に係る医療を提供する一体の区域

として成り立っていないと考えられる場合 （特に、流入患者割合が 20％未満であり、流

出患者割合が 20％以上である場合）、その設定の見直しについて検討する。 なお、設定の

見直しを検討する際は、二次医療圏の面積や基幹となる病院までのアクセスの時間等も考

慮することが必要である。

また、設定を変更しない場合には、その考え方を明記するとともに、医療の需給状況の改

善に向けた具体的な検討を行うこと。

② 既存の圏域、すなわち、広域市町村圏、保健所・福祉事務所等都道府県の行政機関の管

轄区域、学校区（特に高等学校に係る区域）等に関する資料を参考とする。

（２） ５ 疾病・５ 事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制を構築する際の圏域につ

いては、従来の二次医療圏に拘らず、患者の移動状況や地域の医療資源等の実情に応じて弾

力的に設定する。

（３） 三次医療圏については、概ね一都道府県の区域を単位として設定するが、 その区域が特

に広大であることその他特別の事情がある都道府県にあっては、一都道府県内に複数の三次

医療圏を設定しても差し支えない。

また、一般的に三次医療圏で提供することが適当と考えられる医療としては、例えば、特殊

な診断又は治療を必要とする次のものが考えられる。

① 臓器移植等の先進的技術を必要とする医療

② 高圧酸素療法等特殊な医療機器の使用を必要とする医療

③ 先天性胆道閉鎖症等発生頻度が低い疾病に関する医療

④ 広範囲熱傷、 指肢切断、 急性中毒等の特に専門性の高い救急医療

（４） 都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に照らし、隣接する都道府県の区

域を含めた医療圏を設定することが地域の実情に合い、合理的である場合には、 各都道府県

の計画にその旨を明記の上、複数の都道府県にまたがった医療圏を設定しても差し支えない。

なお、その際は関係都道府県間での十分な協議や調整を行うとともに必要に応じ厚生労働省

にも連絡されたい。


